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2007年 11月に発表された同年 7～9月期の実質 GDP成長率は前期比 0.6％増と
なった。政府は「景気は一部に弱さはみられるものの、回復している」と判断してい

る。しかし、景気 DIは 2007年に入り低下傾向が続き、規模・地域・業界間格差も
依然としてみられる。 
そこで帝国データバンクでは、2008 年の景気見通しに関する企業の意識について
調査を実施した。調査期間は 2007年 11月 20日～30日。調査対象は全国 2万 292
社で、有効回答企業数は1万131社（回答率49.9％）。 
 
2007年、半数近くが景気は「踊り場」にあったと判断 

まず、2007年の景気動向について尋ねたところ、「踊り場」局面であったと回答し
た企業は1万131社中4,795社、全体の47.3％で最多となった。また、「悪化」局面
とした企業は同 31.8％（3,221 社）となり、2006 年の景気動向（2006 年 11 月調
査）より19.9ポイント増加した。 
一方、「回復」局面とした企業は同 4.4％（446 社）にとどまり、前年から大きく
減少した。2007 年の景気動向について政府は回復持続を強調してきたものの、企業
の間ではこの 1 年、全体として「踊り場」局面にあったとの判断が半数近くを占め
るとともに、「悪化」局面と考える企業が大幅に拡大する結果となった。 
2008年の景気見通しは4割超が「悪化」を予想し、下振れ懸念が拡大 

2008 年の景気見通しについては「悪化」局面を見込む企業が 43.1％（4,367 社）
となり、2007 年から 11.3 ポイント増加している。また、2008 年の景気を「踊り
場」局面と予想する企業は 2007 年より 19.1 ポイント低い 28.2％（2,858 社）とな
るなど、景気に対する見方は「踊り場」から「悪化」へと大きく転換した。2008 年
は2007年以上に下振れ懸念が高まっている。 
企業からは、「エネルギー・原材料の高騰により利益に反映せず、好景気感はもて

ない」（化学品製造、大阪府）、「購買意欲の回復を感じられず、大幅に回復している

一部が全体を押し上げている」（各種商品小売、広島県）、「川上インフレ、川下デフ

レで今が一番苦しい時期」（飲食料品・飼料製造、福島県）との声が聞かれた。背景

として、サブプライム問題、原油高、円高、株安、改正建築基準法の影響を指摘する

企業が多かった。また、「サブプライムや原油高など不確定要素が多く先行きがよく

見えない」（情報サービス業、東京都）と先行き不透明感を指摘する声も聞かれた。 

なお、2008 年の景気見通しを規模別でみると「回復」の割合は『大企業』
（4.9％）と『中小企業』（5.2％）で大きな差がみられない一方、「悪化」の割合は
『中小企業』（44.6％）が『大企業』（38.0％）よりも 6.6ポイント高かった。また、
業界別ではほとんどの業界で「悪化」の割合が 4 割超となっており、なかでも『建
設』（47.9％）や『小売』（47.3％）、『農・林・水産』（46.4％）で高くなっている。
地域別では『北陸』（51.6％）と『北海道』（50.7％）で、「悪化」局面と見込む企業
が過半数を占める結果となった（2ページ参考②表参照）。 

2008年の景気見通しに対する企業の意識調査
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＜TDB景気動向調査2007年11月 特別企画＞ 

 
2008年景気、4割超が「悪化」局面を予想 
～ 「原油・素材価格」動向への懸念、92.4％が表明 ～ 

4.4％
（446社）

14.5％
（1,450社）

5.2％
（523社）
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（5,347社）

47.3％
（4,795社）

28.2％
（2,858社）

11.9％
（1,187社）

31.8％
（3,221社）
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（4,367社）

20.2％
（2,019社）

16.5％
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（2,383社）
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2006年の景気動向
（2006年11月調査）

2007年の景気動向および2008年の景気見通し

注1：2006年の景気動向は2006年11月調査より（有効回答企業1万3社）

注2：2007年の景気動向および2008年の景気見通しの母数は、ともに有効回答企業1万131社

-10 .1ポイント -6 .2ポイント +19 .9ポイント

回復局面 踊り場局面 悪化局面 分からない

2007年の景気動向
（2007年11月調査）

2008年の景気見通し
（2007年11月調査）

+0 .8ポイント -19 .1ポイント +11 .3ポイント
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※構成比％  （ ）内は社数

注：網掛けは、全体平均以上を表す
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） 100.0 （ 109）

22.0 （ 290 ） 100.0 （ 1,316 ）

不動産 45.0 （ 108（28.35.8 （ 14 ） 20.8 （ 50 ） 100.0 （ 240 ）
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※構成比％  （ ）内は社数

注：網掛けは、全体平均以上を表す
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0.0

大企業 53.4 （ 1,239 18.6 2,321 ）

中小企業 45.5 （ 3,5564.0 （ 316

（

15.8 （ 1,237

（432 ） 100.0

）
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（ 0 ）

） 100.0 （ 7,810）

）

3.3 （ 44 ）

4.1 （ 135 ）

14 ）

5.9 （ 81 ）

回復局面

5.6 （ 130 ）

4.4 （ 446 ）

北海道 1.9 （ 10 ） 29.1 （ 153 ） 51.4 （ 270 ） 17.5 （ 92 ） 100.0 （ 525 ）

東北 2.0 （ 12 ） 38.7 （ 235 ） 42.6 （ 259 ） 16.8 （ 102 ） 100.0 （ 608 ）

北関東 2.4 （ 14 ） 47.1 （ 278 ） 33.9 （ 200 ） 16.6 （ 98 ） 100.0 （ 590 ）

南関東 5.5 （ 191 ） 51.3 （ 1,776 ） 26.4 （ 915 ） 16.7 （ 579 ） 100.0 （ 3,461 ）

北陸 3.0 （ 14 ） 46.1 （ 218 ） 37.8 （ 179 ） 13.1 （ 62 ） 100.0 （ 473 ）

東海 5.0 （ 51 ） 46.8 （ 476 ） 31.1 （ 317 ） 17.1 （ 174 ） 100.0 （ 1,018 ）

近畿 5.0 （ 84 ） 49.9 （ 834 ） 29.5 （ 493 ） 15.6 （ 261 ） 100.0 （ 1,672 ）

中国 4.8 （ 33 ） 49.4 （ 339 ） 30.2 （ 207 ） 15.6 （ 107 ） 100.0 （ 686 ）

四国 1.9 （ 6 ） 49.0 （ 151 ） 32.8 （ 101 ） 16.2 （ 50 ） 100.0 （ 308 ）

九州 3.9 （ 31 ） 42.4 （ 335 ） 35.4 （ 280 ） 18.2 （ 144 ） 100.0 （ 790 ）

47.3 （ 4,795 ） 31.8 （ 3,221 ） 16.5 （ 1,669 ） 100.0 （ 10,131 ）

参考① 2007年の景気動向 ～規模・業界・地域別～ 
 

 

参考② 2008年の景気見通し ～規模・業界・地域別～ 
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2008年景気へ悪影響を及ぼす材料、 

92.4％が「原油・素材価格」動向への懸念を表明 

2008 年、景気へ悪影響を及ぼす材料として最も多かったのは「原油・素材価格」
で、全体の92.4％（9,363社、複数回答、以下同）を占め、圧倒的多数の企業が懸念
を持っている状況が浮き彫りとなった。次いで、「アメリカ経済」（45.5％、4,608
社）、「為替（円高）」（30.0％、3,042 社）、「税制（増税）」（28.4％、2,875 社）、「金
利」（22.5％、2,282社）と続いている。 
具体的には、「原油の高騰は今の企業に重く、耐えるだけの体力がない」（飲食料

品・飼料製造、静岡県）といった切実な声のほか、「サブプライム問題で再び金融機

関の貸し渋り、貸しはがしがされないか」（医療機械・器具製造、埼玉県）、「これ以

上の消費税の増税は一時的ではない購買意欲・実質購買そのものを控えてしまう」

（機械・器具卸売、長野県）、「不況下の物価上昇になる可能性」（包装用品卸売、千

葉県）などを懸念する声も聞かれた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

景気回復のために必要な政策、「個人向け減税」が半数超で最多 

景気回復を確実なものにするためにどのような政策が必要だと思うか尋ねたとこ

ろ、最も多かったのは「個人向け減税」の56.6％（5,732社、複数回答、以下同）と
なっており、半数以上の企業が政策面からの個人消費活性化が必要と考えている。 
次いで「年金問題の解決（将来不安の解消）」（41.3％、4,182 社）、「政治の安定」

（35.9％、3,637 社）、「法人向け減税」（33.5％、3,394 社）、「財政再建」（26.4％、
2,673 社）が続いている。年金問題の解決による将来不安の解消は景気に強い影響力
を持つと考えていることがうかがえる。また、減税政策に関して「法人向け減税」は

3 割強にとどまっており、景気回復のためには個人向け減税政策の優先を求める姿勢
が表れている。さらに、政治状況の混迷は景気回復の足かせになると考えていること

が示唆される。 
具体的には、

「将来不安が解消

しないと消費意欲

につながらない」

（出版・印刷、熊

本県）、「勤労者の

所得が上がらない

と本当の景気回復

にはならない」

（家電・情報機器

小売、東京都）と

いった消費回復が

重要とする意見が

多くみられるとともに、「メイド・イン・ジャパンのブランド維持」（鉄鋼・非鉄・鉱

業製品卸売、東京都）、「自社の競争力強化以外ない」（機械・器具卸売、神奈川県）

と政府に頼らない声も聞かれた。また、「効率的な行政システムの構築」（鉄鋼・非

鉄・鉱業、宮城県）など行政改革の進展を求める声も目立った。 
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2008年に悪影響を及ぼす材料（複数回答）

92.4％（9,363社）

注1：以下、「地政学リスク」（1.4％、138社）、「その他」（0.9％、96社）、
　　　「分からない」（1.6％、162社）、「特になし」（0.4％、45社）
注2：回答は最大3つまで選択
注3：母数は、有効回答企業1万131社
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